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老齢期における所得保障に関する一考察
――公的年金・企業年金・個人年金をめぐる法政策――

坂　井　岳　夫　

Ⅰ　はじめに

　老齢期の所得保障が社会保障の主要な任務であることは、多くの人に受け

入れられている。もっとも、ここで所得保障のニーズをもたらす老齢という

保障事由は、発生の有無こそ予見できない（すなわち、年金給付の支給開始

年齢まで生存するか否かはわからない）ものの発生の時期は明確であること、

発生時期までの間に所得確保のための十分な期間があることなど、社会保障

におけるほかの保障事由との比較において際立った特徴をもっている。本稿

の関心は、老齢という保障事由がもつこのような特徴が、年金制度の設計を

めぐる政策論にいかなる影響を及ぼすかにある。以下では、このような関心

を出発点として、公的年金を中心としつつ企業年金・個人年金をも含めた年

金制度の枠組みについて、とくに法政策の視点から考察を進めていく。本稿

における検討の順序は、つぎのとおりである。

　第Ⅱ章では、上記の関心のもとで本稿が取り上げる課題をより具体的に示

すために、公的年金の現状と課題について論じる。第Ⅲ章では、法政策の展

開にあたって重要と考えられる公的年金の特徴を明確にするために、公的年

金の機能について分析を加える。公的年金の機能に着目するのは、これが冒

頭で指摘した老齢という保障事由の特徴と密接に関連するものであり、かつ、

公的年金を扱う学問領域において一定の議論の蓄積があるためである。第Ⅳ

章では、公的年金の機能に関する分析を前提として、社会保障と憲法上の人
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権をめぐる議論を参照することにより年金制度の法政策を論じるための規範

的な指針を探求する。第Ⅴ章では、そこで導かれた規範的な指針を基礎にお

きつつ、年金制度の法政策について、現行の法制度が採用する年金制度の基

本的な枠組みを前提とした政策論、および、現行の法制度にはみられない政

策手法を用いた政策論という２つのレベルで、私見の展開を試みることとす

る。

Ⅱ　公的年金の現状と課題

１　公的年金の適用対象

　公的年金の適用状況は、国民年金における被保険者の類型（第１号被保険

者、第２号被保険者、第３号被保険者）に応じて、下記の３つに区別される。

　会社員・公務員などの被用者は、厚生年金の被保険者となり、また、国民

年金においては第２号被保険者とされる。これらの者は、これら２つの制度

を適用されて、引退後には、老齢基礎年金に加えて老齢厚生年金を受給する。

報酬比例の厚生年金を含めた充実した公的年金が用意されているのは、企業

の人事制度（定年、継続雇用など）に従って引退せざるをえず、引退によっ

て賃金収入が失われるという経済生活の実態に鑑みると、被用者には所得保

障についてとくに高度のニーズが認められるためである。

　もっとも、パート、アルバイト、契約社員などの非正規労働者のなかには、

配偶者に扶養されて生活する者も含まれている。このような生活実態にある

者にとっては、本人の所得喪失よりも、家計を支える当該配偶者の所得喪失

が、経済生活に重大な影響を及ぼすことになる。そこで、かつての行政解釈1）

によれば労働時間・労働日数が正社員の４分の３に満たない非正規労働者は

原則として厚生年金の適用対象である「被用者」には該当しないと解釈され

1）　「短時間就労者に係る全国健康保険協会管掌健康保険及び厚生年金保険の被保険者資格の取
扱いについて」（平22・12・10事務連絡）。
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てきた。

　他方で、近時は、被用者に占める非正規労働者の割合が上昇するととも

に2）、当該就労からの賃金収入によって家計を支える者が増加している3）。

このような状況を受けて、非正規労働者も「被用者」に該当するとの解釈を

とったうえで、従来の行政解釈よりも厳格な基準を設定して賃金・労働時間

などがそれを下回る者のみを適用除外の対象にするという方法によって4）、

厚生年金の適用拡大が進められている。もっとも、就労実態の多様化が進行

する現在では、非正規労働者が属する世帯における生活実態も様々であり、

非正規労働者として就労する２人の賃金収入によって家計を支える夫婦世帯

などを想定すると、賃金・労働時間などに照らして厚生年金の適用を除外さ

れる非正規労働者のなかにも正社員などの典型的な被用者と同様の所得保障

を必要とする者が含まれていることには、留意する必要がある。

　被用者に扶養される配偶者は、国民年金の第３号被保険者となる。専業主

婦（主夫）のほか、厚生年金の適用を除外される非正規労働者として就労す

る被扶養配偶者などがこれに含まれる。これらの者は、国民年金の適用を受

けるが、保険料を負担することなしに、老齢期になると老齢基礎年金を受給

する。非正規労働者を念頭においてすでに指摘したとおり、これらの者につ

いては、本人の所得喪失よりも家計を支える配偶者の所得喪失への対処が重

要であるため、本人は国民年金のみを適用される一方で、本人が老齢年金の

支給開始年齢に達する前に配偶者が年金受給者となった場合には、当該配偶

者が年金額への加算の対象となる。

2）　「労働力調査」（長期時系列データ表９（1）。総務省統計局ホームページ〔http://www.stat.

go.jp/data/roudou/longtime/03roudou.html〕）、「令和元年労働力調査年報」（II-C- 第１表。総
務省統計局ホームページ〔http://www.stat.go.jp/data/roudou/report/2019/index.html〕）。

3）　仁田道夫「非正規雇用の二層構造」社会科学研究62巻３＝４号（2011年）３頁、濱口桂一郎「性
別・年齢等の属性と日本の非典型労働政策」日本労働研究雑誌672号（2016年）４頁における
分析を参照。

4）　賃金について月額88,000円未満、労働時間について週20時間未満などの基準が設定されており、
労働時間または労働日数が正社員の４分の３未満であり、かつ、上記の基準のどれかに該当す
る被用者が、適用除外の対象となる（厚年12条５号）。
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　日本国内に住所を有する者であって国民年金の第２号被保険者にも第３号

被保険者にも該当しない者は、第１号被保険者となる。第１号被保険者の典

型は自営業者であるが、このほかにも、個人企業のうち厚生年金の適用を受

けない事業所に使用される被用者、非正規労働者のうち厚生年金の適用を除

外される被用者、失業者、学生など多様な者が含まれる。これらの者は、国

民年金のみの適用を受けて、現役時には定額の保険料を負担して、引退後に

は老齢基礎年金を受給する。被用者とは異なり、自営業者に対して国民年金

だけが用意されているのは、引退の時期や過程を自身の裁量により決定する

ことができ、また、事業が親族等に承継される場合には引退後も事業収入は

失われないという経済生活の実態に鑑みると、所得保障のニーズが相対的に

低いと評価されるためである。

　もっとも、自営業者の就業実態については、上記のような家業として事業

を営む自営業者が減少する一方で、組織に所属せずに企業や個人から業務を

受注して収入を得るフリーランスなどが増加している。フリーランスの就業

実態は多様であり、したがって、所得保障に関するニーズについてもこれを

一概に論じることは困難であるが、そのなかには、被用者を雇用せずに個人

として事業を行っている、特定の企業からの受注に依存して事業を行ってい

るなどの特徴をもつ者も相当数含まれており5）、これらは所得保障のニーズ

に関する限りはむしろ被用者に類似していることに留意する必要がある。

２　公的年金の給付水準

　わが国の公的年金のうち、国民年金は、定額の年金給付（基礎年金）を支

給しており、厚生年金は、報酬比例の年金給付を支給している。

　国民年金により支給される老齢基礎年金の給付水準は、基礎年金の導入時

5）　フリーランスの就業実態については、『「雇用関係によらない働き方」に関する研究会報告書』
（2017年）（経済産業省ホームページ〔https://www.meti.go.jp/report/whitepaper/data/201703300 
01.html〕）、『「雇用類似の働き方に関する検討会」報告書』（2018年）（厚生労働省ホームペー
ジ〔https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000200771.html〕）、労働政策研究・研修機構『「独立自
営業者」の就業実態（JILPT 調査シリーズ No.187）』（2019年）などを参照。
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には、「老後の生活の基礎的な部分」を賄うものとされ6）、年金額の改定時に

も、「衣食住に関する消費額」と比較してその妥当性が検証されてきた7）。そ

の後、平成16年の法改正によってマクロ経済スライドが導入され、公的年金

の被保険者の総数が減少すること（少子化の進展）および平均余命が伸びる

こと（高齢化の進展）に対応して、年金額の上昇が抑制されている。したが

って、現行の制度では、基礎年金の導入にあたって想定されていた給付水準

が、少子高齢化への対処のために段階的に低下していることになる。

　また、厚生年金により支給される老齢厚生年金は個々の受給者が被保険者

であった期間における賃金総額に給付乗率を乗じて算定されるが、その給付

水準は、モデル世帯（平均的な賃金を得る被用者である夫および専業主婦で

ある妻により構成される世帯）の所得代替率（現役世代の手取賃金に対する

モデル世帯の年金額の割合）を用いて把握されている。所得代替率は、平成

12年の法改正による給付水準の引下げ8）や平成16年の法改正によるマクロ経

済スライド（上記参照）の導入によって段階的に低下しているが、50％を上

回る水準を確保すべきものとされている（厚年平成16年〔法律104号〕改正

附則２条１項）。

　公的年金の給付水準をめぐっては、上記のとおり、少子高齢化への対応と

しての給付水準の引下げが喫緊の政策課題として認識されている。たしかに、

現在の人口構造に鑑みると、そのような問題意識の重要性は否定しえない。

しかし、老齢期の経済生活における老齢年金の重要性に照らせば、少子高齢

化への対応にあたっても、もっぱら年金財政の観点から論じるのではなく、

6）　第101回国会衆議院社会労働委員会議録30号35頁〔吉原健二発言〕。ここにいう「基礎的な部分」
とは、教養娯楽費、その他の雑費などを含めた全生活費ではなく、食費、被服費などの基礎的
な生活費を指している。

7）　『21世紀の年金を「構築」する（平成11年版年金白書）』（社会保険研究所、1999年）186頁。
ただし、ここでは、個人を単位としてではなく夫婦を単位として、消費額と年金額との比較が
なされている。

8）　同改正においては、老齢厚生年金の算定に用いられる給付乗率について５％の引下げが行わ
れている。改正後の所得代替率は59％になるとされ、この水準は、「「衣食住」「保健医療」「交
通・通信」の全部と、「教養娯楽・教育」と「交際費その他」の８割程度をカバーする」もの
であると説明されている（前掲注7書168頁）。
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老齢基礎年金および老齢厚生年金が保障すべき給付水準にも十分な関心を向

けて議論を展開すべきである。

Ⅲ　公的年金における老齢年金の機能

１　老齢年金の機能

　公的年金は、被保険者の老齢・障害・死亡について保険給付を支給する制

度であるが、このなかでも老齢につき支給される老齢年金は、老齢期におけ

る所得喪失を社会保障の保障事由と捉えて、所得保障を行うものである（国

年１条、厚年１条参照）。老齢年金の意義または目的はこのように理解され

るが、年金制度の法政策を論じるにあたっては、これとは異なる次元で、老

齢年金が個人の経済生活に及ぼす現実の影響に対しても十分な関心を払う必

要がある。そこで、以下では、公的年金（年金保険）を含む社会保険の機能

として一般に指摘されているリスクの分散および所得の再分配という２つの

機能、および、とくに老齢年金の機能として言及されている貯蓄の強制とい

う機能について検討する。

２　リスクの分散

　公的年金の適用対象である個人は、被保険者である期間には、保険料を納

付または負担して（国年87条・88条、厚年81条・82条）、老齢年金の支給開

始年齢に達すると、老齢年金の受給権を取得する（国年26条、厚年42条）。

この受給権は、受給権者が死亡するまで存続する（国年29条、厚年45条）。

公的年金は、このように保険制度を用いて、長寿のリスク（予想外の長寿に

よって老齢期の生活費が不足するリスク）を、制度の適用を受ける個人の間

9）　田近栄治＝金子能宏＝林文子『年金の経済分析』（東洋経済新報社、1996年）26頁、岩村正彦
＝清家篤＝西村健一郎「〔鼎談〕公的年金制度改革」ジュリスト1146号（1998年）73頁、77頁〔清
家篤発言〕、駒村康平『年金はどうなる――家族と雇用が変わる時代』（岩波書店、2003年）31
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に分散させている9）。

　公的年金によって長寿のリスクが分散されることで、個人は、過剰な貯蓄

をせずに老後に備えることが可能になるが10）、年金保険は、民間の保険会社

によっても提供されうる。そこで、年金保険を社会保険として運営すること

の当否が問題になるが、これに関しては、年金保険においては生存率を推定

しうる情報について情報の非対称性が認められるため、これに起因する逆選

択（リスクの高い者だけが保険に加入することにより、保険の成立が困難に

なること）を防止して保険を成立させるためには、法律に基づいて被保険者

に制度への加入を強制しうる公的年金が必要であると説明されている11）。

　もっとも、老齢年金の支給開始年齢は65歳であるが（国年26条、厚年42条）、

平均余命の伸びによって日本人の65歳時点での生存率（男性は89.6％、女性

は94.5％）や75歳時点での生存率（男性は75.8％、女性は88.2％）は高くな

っている12）。これらの世代にとっての老齢期の生活費は、保険制度による対

処を必要とするリスクとはいいがたく、公的年金によるリスクの分散は、老

齢期のなかでも相当高齢となってからの（例えば、後期高齢者についての）

年金支給について指摘しうる部分的な機能というべきである。

　なお、老齢年金によるリスクの分散について言及される場合には、上記の

ように長寿をリスクと捉えるのではなく、老齢期における稼得能力（または

所得）の低下をリスクと捉えて説明がなされることもある13）。しかし、現行

頁、貝塚啓明＝財務省財務総合政策研究所編『年金を考える――持続可能な社会保障制度改革』
（中央経済社、2006年）38頁～39頁〔土居丈朗執筆〕、小塩隆士＝田近栄治＝府川哲夫『日本の
社会保障政策――課題と改革』（東京大学出版会、2014年）43頁〔小塩隆士執筆〕。

10）　田近ほか・前掲注９書26頁～27頁。
11）　小口登良＝木村陽子＝八田達夫「日本の公的年金の再分配効果」石川経夫編『日本の所得と

富の分配』（東京大学出版会、1994年）324頁、田近ほか・前掲注９書27頁～28頁、岩村ほか・
前掲注９鼎談73頁〔清家篤発言〕、小塩隆士『社会保障の経済学〔第４版〕』（日本評論社、
2013年）79頁。

12）　「令和元年簡易生命表の概況」（厚生労働省ホームページ〔https://www.mhlw.go.jp/toukei/

saikin/hw/life/life19/dl/life19-15.pdf〕）。
13）　岩村ほか・前掲注９鼎談78頁～79頁〔岩村正彦発言、西村健一郎発言〕、堀勝洋『年金保険
法――基本理論と解釈・判例〔第４版〕』（法律文化社、2017年）37頁～38頁、小塩・前掲注11
書73頁。



同志社法学　72巻４号［通巻414号］（2020）812 （1294）

の法制度は、現実の稼得能力を問題とせずに所定の年齢から年金給付の支給

を開始して、終身年金により死亡するまで保障を行うものであり、長寿のリ

スクについてリスク分散を図っているとみるのが率直な理解であろう。稼得

能力の低下をリスクと捉える立場においても、そのような理解が現行の公的

年金における支給要件と整合しない側面があることが指摘されている14）。

３　所得の再分配

　公的年金の適用対象のうち被用者は、報酬比例の保険料を負担する一方で

（厚年81条・82条、国年94条の６）、定額の年金給付（老齢基礎年金）および

報酬比例の年金給付（老齢厚生年金）を受給する（国年27条、厚年43条）。

したがって、老齢基礎年金の支給については、報酬の高い者から報酬の低い

者への所得の再分配がなされている。また、被用者の被扶養配偶者は、保険

料を負担することなく定額の年金給付（老齢基礎年金）を受給するが（国年

27条・94条の６）、その給付費用は、厚生年金の保険者としての政府が負担

する基礎年金拠出金の算定にあたり考慮される（つまり、実質的には、厚生

年金の被保険者である被用者および当該被用者を使用する事業主が負担して

いる。国年94条の３）。ここでは、被扶養配偶者のいない被用者（単身の被

用者、共働きの被用者など）から被扶養配偶者のいる被用者への所得の再分

配がなされている。

　他方で、公的年金の適用対象のうち自営業者は、定額の保険料を納付して

（国年87条・88条）、定額の年金給付（老齢基礎年金）を受給するが（国年27

条）、自営業者を含む国民年金の第１号被保険者のうち保険料の負担能力が

十分でない者については、保険料が減額または免除されうる（国年89条～90

条の３）。したがって、保険料の減免との関係では、保険料の負担能力のあ

14）　岩村ほか・前掲注９鼎談79頁〔岩村正彦発言〕、堀・前掲注13書38頁、小塩・前掲注11書80頁。
なお、小塩・前掲注11書80頁～81頁は、この問題を指摘したうえで、情報の非対称性のために
現実には稼得能力を審査することは難しく、「次善の策」として所定の年齢から年金給付の支
給が開始されていると説明している。
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る者から保険料の負担能力を欠く者への所得の再分配がなされている。

　これらのほかにも、老齢厚生年金への加算（厚年44条）においては、被扶

養家族のいない者から被扶養家族のいる者への所得の再分配がなされてお

り、賃金変動率（新規裁定年金の場合）または物価変動率（既裁定年金の場

合）による年金額のスライド（国年27条の２・27条の３、厚年43条の２・43

条の３）においては、生活水準や物価水準の高い世代から低い世代への所得

の再分配がなされている。

　これらの特徴に現れているとおり、社会保険は、拠出については負担能力

に配慮すること、そして、給付についてはニーズを反映することを基本とし

ている。所得の再分配は、このような仕組みを用いることの帰結として、公

的年金に備わる機能である。もっとも、とくに経済学の立場からは、社会保

険による所得の再分配が租税との比較において公平性に関して劣っているな

どの理由によって、上記の仕組みによる所得の再分配には批判も加えられて

いる15）。

　このように、所得の再分配をもたらす仕組みには多岐にわたるものの、制

度の根幹をなす保険料と年金給付との関係に注目すると、被用者が受給する

給付のうち老齢厚生年金については、報酬比例の保険料に対して報酬比例の

年金給付が支払われており、また、自営業者が受給する老齢基礎年金につい

ては、（保険料の減免が適用される場合を除いては）定額の保険料に対して

定額の年金給付が支払われている。つまり、現行の公的年金は、被用者また

は自営業者について、本人の所得保障のニーズに関する限りでは、保険料の

負担に応じた年金給付の支給という構造を基本としており（ただし、被用者

の基礎年金については、応能負担と定額給付によっている）、公的年金によ

る所得の再分配は、それ以外の付加的な事情（生活の困窮、家族の扶養、経

済情勢の変動など）への配慮にあたり指摘しうる限定的な機能というべきで

ある。

15）　小口ほか・前掲注11論文322頁～323頁、小塩・前掲注11書87頁。
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４　貯蓄の強制

　老齢基礎年金の給付費は、２分の１が保険料（第１号被保険者が負担する

国民年金の保険料、および、第２号被保険者と事業主が負担する厚生年金の

保険料の一部を財源とする基礎年金拠出金）によって賄われており（国年87

条・88条・94条の２～94条の４、厚年81条・82条）、２分の１が国庫負担（第

１号被保険者への給付費に対応する国民年金における国庫負担、および、第

２号被保険者と第３号被保険者への給付費に対応する厚生年金における国庫

負担を財源とする基礎年金拠出金）によって賄われている（国年85条・94条

の２～94条の４、厚年80条）。また、老齢厚生年金の給付費は、被保険者と

事業主が負担する厚生年金の保険料によって賄われている（厚年81条・82条）。

このように、老齢年金の給付費には被保険者が負担する保険料のほかにも多

様な財源が充てられているが、国庫負担の一部は租税として個人が負担して

いるし、事業主が負担する保険料も少なくとも部分的には被用者に転嫁され

ていると考えられる。このことは、現役世代の個人が、老齢期における年金

受給のために、保険料の負担、租税の負担、賃金の抑制といった様々なかた

ちで消費を制限されていること、すなわち、実質的には、老後のための貯蓄

を強制されていることを示している。

　公的年金のもとでこのような意味での貯蓄の強制が行われることについて

は、下記の２つの理由から説明がなされている。すなわち、低所得の個人は、

老後に向けた十分な貯蓄ができないと判断した場合には、就労が可能な期間

においてはすべての収入を消費に充てて、老齢期においては公的扶助（生活

保護）に頼って生活をすることが合理的な行動となるが、このような態度は、

公的扶助が生活困窮者に扶助を行うことに起因するモラル・ハザードである

と評価される。そこで、公的年金への加入を強制したうえで保険料を徴収す

るという方法により老後に向けた貯蓄を強制することによって、このような

モラル・ハザードを抑止することが正当化される16）。また、個人の行動には

16）　小口ほか・前掲注11論文324頁～325頁、小塩・前掲注11書76頁～79頁、小塩ほか・前掲注９
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近視眼的な傾向があるため老後の備えを怠る可能性があり、しかも、老齢期

になって貯蓄が不十分だったと認識しても、その時点から改めて老後の生活

のために備えをすることは不可能である。このようなやり直しの効かない選

択における失敗を回避するために、消費や貯蓄についての個人の行動に対し

て、公的年金の制度を用意することで政府が介入をすることが正当化される

余地がある17）。

　公的年金においては、リスクの分散は部分的な機能にとどまり、所得の再

分配も限定的な機能であることに対応して、ここで検討した貯蓄の強制が、

軽視できない重要な機能となっている。そして、貯蓄の強制に関する上記の

説明のうち、モラル・ハザードの抑止は、社会保障に関する法制度の設計に

おける合理的な仕組みと位置づけることができる一方で、貯蓄の不足を阻止

するための政府の介入は、もっぱら被保険者本人の利益を実現するためのも

のであり、制度の合理的な運営を図るために求められる社会保障の基本的な

仕組みとして把握することは困難である。後者の意図をもってなされる貯蓄

の強制を、法政策上いかに評価するかが、本稿がもつ問題関心からは重要と

なる。

Ⅳ　年金制度をめぐる立法政策の指針

１　社会保障の法政策と憲法上の人権

　社会保障に関する個々の制度は、社会情勢、経済状況などの外部環境やそ

のなかで生活を営む個人のライフスタイル、価値観といった多様な事情から

の影響を受けつつ設計されるものである。他方で、それが法制度の一部を構

成する以上、憲法上の人権と調和するものであることが求められる。そして、

書44頁〔小塩隆士執筆〕。
17）　小口ほか・前掲注11論文325頁、田近ほか・前掲注９書29頁～30頁、岩村ほか・前掲注９鼎

談73頁〔清家篤発言〕、小塩・前掲注11書74頁～76頁、小塩ほか・前掲注９書44頁〔小塩隆士
執筆〕。
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ここにいう調和とは、単にある法制度が憲法上の人権を侵害するものとして

違憲の評価を受けないということにとどまらず、それが憲法上の人権から導

かれる規範的な要請に適合しているということをも意味していると解され

る。そこで以下では、老齢年金の機能に関する分析をふまえて、社会保障の

制度と個人の経済的な自由との関係をめぐる法解釈上および法政策上の議論

について概観したうえで、法政策の展開について論じるための規範的な指針

を導きたい。

２　財産権・生存権

　社会保障の実施手法のなかでも社会保険においては保険料の徴収によって

財源が調達されるところ、このような仕組みの当否について、公共の福祉の

ための財産権の制約または立法措置による生存権の具体化という観点から議

論がなされている。すなわち、憲法29条は、財産権を保障する一方で公共の

福祉のために財産権の内容が制約されることを予定しているが、財産権の制

約については、経済的自由権としての財産権の特質に鑑みて、社会政策や経

済政策を実現するための制約が広く認められると解されている18）。他方で、

憲法25条は、生存権を保障するとともに社会保障の向上・増進に努めること

を国に要求しているが、立法措置により同条を具体化するにあたっては立法

府に広範な裁量が認められると解されている19）。財産権と生存権についての

上記の理解のもとで、いずれの権利の問題として構成するかは論者によって

異なるものの、社会保険の制度設計に関する議論が展開されている20）。

　すなわち、国民健康保険への強制加入とそれを前提とした保険料の徴収に

ついて違憲の主張がなされた訴訟においては、相扶共済により生活の安定を

18）　長谷部恭男編『注釈日本国憲法（２）』（有斐閣、2017年）146頁～150頁〔土井真一執筆〕、
佐藤幸治『日本国憲法論』（成文堂、2011年）132頁～134頁。

19）　最大判昭57・７・７民集36巻７号1235頁。
20）　堀勝洋『社会保障法総論〔第2版〕』（東京大学出版会、2004年）176頁～177頁、西村健一郎『社

会保障法』（有斐閣、2003年）44頁～45頁、笠木映里＝嵩さやか＝中野妙子＝渡邊絹子『社会
保障法』（有斐閣、2018年）53頁〔中野妙子執筆〕。
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図るという制度の目的からすれば被保険者は保険事故を生ずべき者の全部と

すべきであること、および、保険の性質からすれば保険事故による損害を被

保険者の間で分担すべきであることを指摘して、当該制度は財産権を故なく

侵害するものではないとの判断がなされている21）。また、下級審裁判例では、

国民年金について違憲の主張がなされた訴訟において、制度の目的、保険の

性質といった上記の判例と同様の点につき言及するとともに、憲法25条の趣

旨に応える立法措置として著しく合理性を欠くものではないことも指摘し

て、当該制度は財産権を故なく侵害するものではないとの判断がなされてい

る22）。判例・裁判例のこのような状況を受けて、学説においては、社会保険

への強制加入と保険料の強制徴収は、公共の福祉による財産権の制約として

許容されるという説明もなされている23）。

　また、高齢者医療をめぐる政策論を展開するにあたって、尾形健教授は、

憲法25条について「各人が、現実の社会状況下にあって、自己の生を自律的・

主体的に構想し、かつ達成しようとする営みを支援することを目途としたも

の」であると解する立場から24）、「不確実性に満ちた社会状況下にあっても

なお、人々の生の追求に価値を見出し、これを尊重していくとすれば、生活

上の各種の事故、疾病、失業、そしてその他の悲運に対して、「保険」的論

理によりつつ、事前に社会の成員すべてを加入者とし、事故の発生した者に

は普く給付することを企図すべく強制加入制を採用することは、決して不合

理とまではいえないのではないか」としている25）。

　これらの議論のなかで意識されている社会保険の特質は、国民全体につき

21）　最大判昭33・２・12民集12巻２号190頁。
22）　京都地判平元・６・23判タ710号140頁。
23）　笠木ほか・前掲注20書53頁〔中野妙子執筆〕。
24）　尾形健『福祉国家と憲法構造』（有斐閣、2011年）127頁。
25）　尾形・前掲注24書240頁。なお、尾形教授は、強制加入に関する制度設計について、「制度維

持の目的の公益性と、当該目的達成のために強制加入制を採用することの必要性・合理性、被
保険者に対する負担の程度等も斟酌して見極めなければならない」と指摘している（尾形・前
掲注24書240頁～241頁）。
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生活の安定を図るという目的のために個人がもつ選択の自由を制約する仕組

みであり、すでに分析した老齢年金の機能のうちリスクの分散（逆選択など

を理由として保険市場における老齢年金の供給に制約があることに鑑みて、

強制加入による公的年金によって老齢年金を支給すること）および所得の再

分配（所得が低いために老後に向けた十分な蓄えが困難な者、被扶養家族が

いるために老後において多額の生活費を要する者などについて必要な水準の

老齢年金を支給すること）として説明されるものである。すなわち、個人は、

老齢期の所得保障につき多様な選好をもっているものの、これら２つの機能

を確保するために必要な限りでは、所得保障に関する法政策の実現のために

財産権の制約を甘受するよう求められると解される。

３　幸福追求権

　社会保障は、自己決定や個人の自律とも密接に関連するものであるところ、

憲法13条との関係をめぐっても、一定の議論の蓄積がある。憲法13条後段の

幸福追求権により保障される権利や自由の内容をめぐっては、限定のない一

般的自由または他人の権利を侵害しない限りでの一般的自由であると解する

見解（一般的自由説）もあるが、「人格的自律の存在として自己を主張し、

そのような存在であり続けるうえで重要な権利・自由」であると解する見解

（人格的利益説）26）が有力である。また、竹中勲教授は、憲法13条後段によ

り保障される法益について、「かけがえのない自己存在自体の利益（自己存

在利益）および、自己の人生のまとまりや個人の自律などを企図して懸命に

生きようとして模索しつつそのときどきの自己存在を確認することに対する

利益（自己存在確認利益）をも含みうるような一定の包括性をもった利益」

であると解している（自己人生創造希求的利益説）27）。社会保障の法制度を

めぐっては、人格的利益説または自己人生創造希求的利益説を前提として、

詳細な議論を展開する学説が注目される。

26）　佐藤・前掲注18書175頁。
27）　竹中勲『憲法上の自己決定権』（成文堂、2010年）48頁。
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　すなわち、竹中勲教授は、社会保障の根拠を「自己統合希求のための諸条

件の整備を公権力に要求する権利」としての憲法25条等の社会権規定、およ

び、憲法13条に求める立場から28）社会保障に関連する法制度にも関心を払

いつつ自己決定権に関する議論を展開している。そして、本稿における問題

意識と密接に関連するところでは、竹中教授は、社会権の実現を目的とする

経済的自由の制約が正当化されうるのは制約に服する者とそれにより利益を

得る者が異なる場合であり、本人の社会権のために本人の経済的自由を制約

することは正当化されないと指摘しており29）、また、自己加害阻止原理に基

づく基本的人権の制約は「基本的人権最大尊重原理」に服するため、当該制

約の内容は「より制限的でない手段を選択すべきとの要件」を遵守したもの

でなければならないと指摘している30）。なお、国民年金の適用について違憲

の主張を退けた裁判例も、憲法25条との関係において立法裁量の逸脱・濫用

はないとする一方で、「個人の尊厳を毀損するような内容の定めを設けてい

るとき」には憲法13条への違反が問われうるとの留保を付している31）。

　また、菊池馨実教授は、社会保障の目的を「個人が人格的に自律した存在

として主体的に自らの生き方を追求していくことを可能にするための条件整

備」であると捉える立場から憲法13条を基軸として法政策の展開のための規

範原理を析出しており32）、そのひとつである「個人」基底性によって「個人

生活への過度の介入をもたらす制度」や「個人への強制の契機をもつ制度」

については慎重な配慮が求められると指摘している33）。そして、菊池教授は、

このような立場から、強制加入によって報酬比例の年金給付を支給する現行

28）　竹中勲「社会保障と基本的人権」日本社会保障法学会編『講座社会保障法第１巻――21世紀
の社会保障法』（法律文化社、2001年）43頁。

29）　竹中・前掲注27書94頁～95頁。
30）　竹中・前掲注27書96頁～97頁。
31）　京都地判平元・６・23判タ710号140頁。
32）　菊池馨実『社会保障法制の将来構想』（有斐閣、2010年）９頁～15頁。なお、菊池馨実『社

会保障の法理念』（有斐閣、2000年）139頁～140頁も参照。
33）　菊池・前掲注32書（『社会保障法制の将来構想』）16頁。なお、菊池・前掲注32書（『社会保

障の法理念』）143頁も参照。
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の厚生年金について、疑問を提起している34）。

　これらの議論がもつ問題意識は、すでに分析した老齢年金の機能のうち貯

蓄の強制（とくに、老齢期に向けた貯蓄につき個人の失敗を阻止することを

目的とした貯蓄の強制）をいかに評価するかについて示唆を与えるものであ

る。すなわち、社会保障の実施にあたっては自己決定や個人の自律との緊張

関係が生じることがあり、とりわけ負担と受益に関わる仕組みは個人の経済

的自由への介入が不可避であるが、その場合にも、自己決定や個人の自律に

配慮した制度の設計が要請され、また、そのような介入が相扶共済や共同連帯

を具体化するためではなく、本人の利益を確保するために行われる場合には、

制度の正当化についてとりわけ慎重な検討が求められると解すべきである。

４　年金制度の法政策に関する規範的な指針

　社会保障と経済的自由の関係をめぐる以上の議論をふまえると、企業年金

や個人年金をも含むところの年金制度を構想するにあたって、下記のような

法政策の指針を導くことができる。

　まず、憲法25条の要請を受けた社会政策の実現という観点からは、すべて

の国民に対して老齢期の所得を確保するための老齢年金を保障し、かつ、個

人における保険料の負担能力に配慮しつつ保険給付のニーズを反映した年金

給付を支給するという目的のために、強制加入による公的年金によって所得

保障を行うことが正当化されうる。

　つぎに、憲法13条の要請を受けた自己決定の尊重という観点からは、基本

的には、老齢期に向けた貯蓄についての判断の誤りを阻止するという目的の

ために、法律に基づく強制によって個人の消費を制限することは否定的に評

34）　菊池・前掲注32書（『社会保障の法理念』）160頁～172頁においては、基礎年金の給付水準を
引き上げる、企業年金・個人年金に関する法制度を充実させるなどの対応を採りつつ、強制加
入による厚生年金を廃止すべきとの主張を行っている。また、その後、菊池・前掲注32書（『社
会保障法制の将来構想』）16頁（注54）においては、制度加入に向けたインセンティブをも勘
案して、アメリカ型の制度（所得の再分配を強く働かせた１階建ての報酬比例年金）が望まし
いとの主張を行っている。
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価される。もっとも、個人が直面する様々な選択のなかでも、老後への備え

は、遠い将来である老齢期における生活の安定のために稼得活動に従事する

全期間にわたって自身の収入を消費と貯蓄に振り分けるものであり、すでに

指摘したとおり（Ⅲ４参照）、近視眼的な行動が現れやすく、かつ、その結

果として貯蓄に不足が生じてもその失敗を挽回する機会はないという特殊性

が認められる。このような特殊性に鑑みると、老齢期に向けて適切な水準の

貯蓄を形成させるために、個人の選択に対して法律が一定の介入を行うこと

も、老齢期に向けた経済的な備えがもつ特殊性によって合理的な説明が可能

である限りにおいて、正当化されると解すべきである。

　上記の２つの観点は、年金制度の適用や給付水準の設定をめぐる法制度に

関して、異なる評価や、ときには対極的な評価をもたらしうるものである。

例えば、基礎年金に加えて報酬比例年金を適用することや、年金給付の水準

を高く設定することは、社会保障の向上として肯定的な評価を受けうると同

時に、個人が営む消費生活への介入として否定的な評価を受ける余地もある。

このような場合には、検討の対象となっている制度の趣旨・目的を基礎にお

きつつ、これらの観点の調和を志向して、あるべき法制度の内容を展望すべ

きである。

Ⅴ　年金制度の法政策

１　検討の方向性

　本稿では、つぎの２つの視点から、年金制度の政策論に関する考察を試み

る。第１に、年金制度に関する現行の枠組み、すなわち、公的年金への強制

加入、被保険者に関する区分（国民年金における第１号被保険者、第２号被

保険者、第３号被保険者）、公的年金の給付設計（定額の老齢基礎年金、報

酬比例の老齢厚生年金）などを前提として、上記の立法政策の指針を受けて、

政策論を展開する。抜本的な制度改正について障害の多い公的年金について
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は、このような制約条件のもとで法政策を論じる必要が大きいと考えるため

であり、ここでは、現行法の改正に関する具体的な方向を提示したい。第２

に、現行の枠組みに変更を加える法的手法であるデフォルト・アプローチに

着目して、立法政策の指針に適った政策論の可能性を探求する。デフォルト・

アプローチをめぐっては、諸外国において多様な立法例がみられる一方で、

わが国の年金制度はいまだこれを活用していない。このような状況に鑑みて、

わが国における活用の可能性を広く論じるとともに、その課題を分析するこ

とに注力することとする。

２　現行の枠組みを前提とした対応

（１）　報酬比例年金の適用対象

　現行の公的年金においては、厚生年金における適用除外の基準に該当する

非正規労働者、および、被用者に該当しないフリーランスは、国民年金の第

１号被保険者または第３号被保険者として、国民年金のみを適用される。し

かし、すでに指摘したとおり（Ⅱ１参照）、これらの者の相当部分には、老

齢期の所得保障について、厚生年金の適用を受ける被用者と同一または類似

のニーズが認められる。このような問題状況のもとで、非正規労働者につい

ては、厚生年金の適用拡大が重要な政策課題として認識されており、フリー

ランスについても、年金保険を含めた社会保障による保護のあり方が政策課

題のひとつとして指摘されている。

　このうち、非正規労働者については、厚生年金の適用拡大が進められてお

り（Ⅱ１参照）、今後も引き続き、適切な制度適用に向けた議論を継続すべ

きである。もっとも、就労形態の多様化によってもたらされた現在の状況で

は、同様の賃金を得ている非正規労働者や同様の労働時間の就労をしている

非正規労働者であっても、当該就労が当該被用者の家計にとってもつ意味は

様々である。そうすると、制度適用の有無を判断するにあたって考慮しうる

各種の事情（賃金、労働時間など）について適切な適用除外の要件を設定す

ることのみによって、問題の解決が図られるとはいいがたい。所定の要件に



老齢期における所得保障に関する一考察 823（1305）

該当する被用者について厚生年金の適用を除外するという現行法の枠組みの

もとでは、適用除外の要件に該当するとして第１号被保険者または第３号被

保険者とされる非正規労働者の一部について、なお正社員等の被用者と同様

の所得保障のニーズが存在しうることに留意する必要がある（Ⅱ１参照）。

　これに対して、フリーランスについては、就業実態が被用者に類似する一

部の者に、厚生年金を適用するという立法政策の選択肢がある。しかし、憲

法25条を受けた所得保障の実施という観点からは、現行の厚生年金のもとで

被用者と一部のフリーランスにより保険集団を形成することには疑問があ

る。すなわち、社会保険の保険集団を形成するにあたっては、当該保険の保

障事由との関係において共通のニーズをもっているだけでなく、保険集団の

内部における所得の再分配を正当化しうる当事者相互の連帯関係が認められ

ることが必要である。しかし、所得保障につき高度のニーズをもつフリーラ

ンスのなかには情報通信技術の発達などを受けた新たな就業形態としての特

徴を備える者も含まれており、このような者と被用者との間に、被用者同士

の間において認められる程度の連帯意識が存在すると判断することは、現時

点では難しいように思われる。被用者としての実態を備えながら業務委託等

の外形を整えられているフリーランスについて厚生年金を適正に適用すべき

ことは当然であるが、それ以外の被用者に類似するフリーランスについては、

厚生年金とは異なる枠組み（現行の制度においては、国民年金と個人年金）

のもとでの保障が模索されるべきである。

（２）　基礎年金の給付水準

　現行の国民年金は、制度創設の当初における想定とは異なって、自営業者

や農業従事者に対する所得保障のみならず、非正規労働者の一部やフリーラ

ンスに対する所得保障をも、その重要な役割としている。経済生活の実態が

まったく異なるこれらの被保険者を念頭におきながら、基礎年金の適切な水

準を論じることは極めて困難であるが、さきに指摘した立法政策の指針を前

提とすると、下記の対応が考えられる。
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　憲法25条を受けた所得保障の実施という観点からは、非正規労働者やフリ

ーランスのうちとくにその所得等の状況に照らして自助努力による老後への

備えが困難である者に対しても、自身の拠出に対応して給付される基礎年金

のみによって、老齢期における基礎的な消費支出を賄うに足りる所得を保障

することが望ましい。他方で、憲法13条を受けた自己決定の尊重という観点

からは、家業として事業を営む自営業者を典型とする所得保障のニーズが低

い者について、現役時における消費活動や老齢期に向けた資産形成への過度

の介入を控えることが求められる。そして、これらの観点が調和しうる給付

水準としては、国民の規範意識に照らして、すべての国民に保障されるべき

老齢期の基礎的な生活水準を確保しうる年金額が考えられえる。このような

理解のもとでは、現行の給付水準について、つぎの２点を指摘することがで

きる。まず、現行の基礎年金については、夫婦を単位として、給付水準の妥

当性が検証されているが（Ⅱ２参照）、すべての国民に対して適切な給付水

準を保障するためには、個人に着目して給付水準の設定が行われるべきであ

る。また、給付水準の妥当性について論じる際のひとつの目安としては「健

康で文化的な生活水準」を保障する生活保護による扶助の水準が参照されう

るが、老齢期において公的に保障されるべき最低限度の生活について大多数

の国民がそれを上回る生活水準を受け入れるのであれば、生活保護によって

保障される水準を超えた給付水準を設定する余地もあるだろう。なお、現在

は、マクロ経済スライドによって給付水準の調整がなされているところ、こ

のような仕組みは公的年金について持続可能性を確保するための有効な方法

ではあるが、可能な限り、上記の給付水準を確保することが目指されるべき

である。

（３）　報酬比例年金の給付水準

　厚生年金は、所得保障につき相対的に高いニーズをもつ被用者に対して、

報酬比例の年金給付を保障しているが、報酬比例の年金制度においては、と

くに高所得の被用者との関係で、拠出と給付に関する制度設計の当否が問題
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になる。

　すなわち、憲法25条を受けた所得保障の実施という観点からは、従前生活

の保障のために報酬比例の年金給付を支給すること自体は正当化されるが、

その場合にも過度に高い給付水準は社会保障の給付としての妥当性を欠く可

能性があり、また、高所得の被用者については自助努力による老後への備え

の余地が大きいことに鑑みると、一定水準を超える年金給付は保障の必要性

に乏しいともいえる。また、憲法13条を受けた自己決定の尊重という観点か

らは、老齢期に向けた経済的な備えの特殊性（Ⅲ４参照）に照らせば、最低

生活の保障を超える水準の年金給付を支給するために厚生年金の制度を設け

ること自体は許容されると解するものの、とくに高所得の被用者との関係に

おいては、現役時における保険料の賦課とそれを前提とした老齢期における

年金給付の支給とが、生涯にわたる消費と貯蓄をめぐる個人の選択に対する

過剰な介入とならないような制度設計が求められる。現行の厚生年金におい

ては、保険料と年金給付のいずれの算定についても標準報酬が用いられてい

るところ、標準報酬の上限を適切に設定することによって、これらの考慮を

反映した制度設計が可能であり、基礎年金と合わせて、老齢期における国民

の標準的な生活水準を上回らない給付水準となるように、標準報酬の上限を

引き下げることが考えられる35）。具体的には、年功的な要素が残存しており

若齢期において標準報酬の上限に相当する賃金を得る被用者は非常にまれで

あるといった現実の賃金制度を前提としつつ、被用者のなかでも所得水準が

とくに高い者に支給される年金給付が上記の水準を超えないように標準報酬

の上限を設定すべきであろう。

　また、標準報酬に関する上限の引下げは、これを単独で行った場合には、

厚生年金がもつ所得の再分配の機能を弱めることになるが36）、憲法25条を受

35）　なお、標準的な生活水準を測定するにあたっては、老齢期における消費支出の平均値が参照
されることもあるが、一部の富裕層のとくに高い消費水準が平均値を押し上げている可能性を
考慮すると、中央値または最頻値が用いられるべきであろう。

36）　標準報酬の上限を引き下げつつ、給付水準をはじめとする現行の給付設計を変更しない場合
には、保険料の減少分が給付費の減少分を上回るため、必要な給付費を確保するために、保険
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けた所得保障の実施という観点からは、高所得の被用者から低所得の被用者

への所得移転の機能は維持されることが望ましい。そこで、基礎年金の給付

水準を引き上げる一方で（Ⅴ２（２）参照）、厚生年金の給付乗率を引き下

げることで、給付計算における所得移転を強化して、公的年金がもつ所得の

再分配の機能を確保すべきである。

３　デフォルト・アプローチの可能性

（１）　デフォルト・アプローチの意義

　年金政策の領域において、近時、注目されている手法として、デフォルト・

アプローチが挙げられる。デフォルト・アプローチとは、一般には、企業年

金や個人年金への加入をデフォルト（既定）としつつ、個人の選択による脱

退を認める仕組みをいう37）。本稿では、これに加えて、公的年金への強制加

入を基本としつつ、任意脱退を認める仕組みを含めて、この用語を使ってい

る。デフォルト・アプローチは、個人の意思決定には現状維持バイアスがあ

ることを前提として、選択の自由に配慮しつつ、政策的な誘導を行おうとす

るところに特徴がある38）。デフォルト・アプローチがもつこのような意図は、

年金制度の法政策をめぐっては、憲法25条のもとで多様な個人に対する所得

保障が要請される一方で、憲法13条により自己決定の尊重すなわち個人の選

択への配慮が要求されるという本稿の問題意識からみても、注目に値するも

のである。そこで以下では、公的年金、企業年金、および、個人年金のそれ

ぞれとの関係において、デフォルト・アプローチを活用する可能性を論じて

いく。

料率の引上げが必要となる。このことは、 低所得の被用者には負担の増加を、高所得の被用者
には（標準報酬が低額になることによる）負担の減少をもたらすことになる。

37）　森戸英幸「企業年金法における「デフォルト・アプローチ」が示唆するもの――自動加入制
度に関するアメリカおよびイギリスの法政策を手がかりに」荒木尚志＝岩村正彦＝山川隆一編

『労働法学の展望』（有斐閣、2013年）311頁参照。
38）　拙稿「労働契約の規制手法としての任意法規の意義と可能性――“default rules” をめぐる学

際的研究からの示唆」日本労働研究雑誌607号（2011年）87頁～91頁参照。



老齢期における所得保障に関する一考察 827（1309）

（２）　公的年金における活用の可能性

　公的年金との関係では、年金保険への加入義務を課したうえで、任意脱退

を認めるという方法によって、デフォルト・アプローチを活用することが考

えられる39）。このような仕組みは、老齢期に向けた貯蓄に関する自己決定を

尊重しつつ公的年金への加入を促進する効果をもつと同時に、公的年金の適

用にあたって考慮される就労実態に関する要件（賃金、労働時間など）によ

っては所得保障のニーズをもつ被保険者を適切に画定しがたい場合には、脱

退に関する個人の選択をも制度適用の判断基準に取り込むことで、現実にニ

ーズをもつ個人に対して制度を適用して所得保障が実施できるという意義も

有している。所得保障のニーズを客観的な要件によって把握することが困難

な類型としては、賃金や労働時間が一定の基準を下回る非正規労働者が挙げ

られるところ、これらの者に対する厚生年金の適用という局面を念頭におき

つつ、制度設計における課題などについて検討したい。

　まず、このような法制度を採用するにあたっては、公的年金が予定してい

る逆選択の防止や所得の再分配が、強制加入を前提として実現されているこ

とに留意する必要がある（Ⅲ２・３参照）。すなわち、任意脱退を認める場

合にも、自身が直面するリスクの程度や自身に適用される保険料と年金給付

のバランスなどを考慮した結果として個人が脱退を選択することによって、

保険の運営に支障が生じることのないよう、任意脱退が可能な被保険者が保

険集団のうちの狭い範囲に限定されていること、または、上記のような考慮

に基づいて脱退する可能性の低い被保険者を対象として任意脱退が認められ

ることが必要となる。これに関しては、非正規労働者は、その多くが所得の

再分配により恩恵を受ける可能性が高く、任意脱退を認めることにより保険

の運営（とりわけ保険財政）に支障が生じる可能性は低いと考えられる（ま

39）　立法例としては、ドイツにおける僅少就業者の取扱いを挙げることができる。この制度は、
被用者のうち賃金が所定の基準を下回る者について、年金保険への加入義務を課したうえで、
任意脱退を認めるものである（拙稿「ドイツにおける僅少就業制度についての考察――社会保
険の適用構造に関する基礎的研究」同志社法学65巻３号〔2013年〕111頁）。
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た、個人がもつ自身の余命に関する情報が限定的であることに鑑みると40）、

少なくとも非正規労働者のみを対象として任意脱退を認める場合には、逆選

択によって保険の成立が困難になる可能性も低いと思われる）。

　また、任意脱退を可能とする制度のもとでは、非正規労働者が厚生年金か

ら脱退することによって、当該被用者についての保険料の負担を事業主が免

れることになるため、事業主から被用者に対して任意脱退を選択するように

との働き掛けがなされる可能性がある。任意脱退を認める場合には、このよ

うな働き掛けをすること、または、それに応じないことを理由として不利益

取扱いをすることは禁止されるべきであるが、そのような規範を設定するだ

けで、脱退の選択を求める事業主の働き掛けが排除されるかについては、疑

問が残るといわざるをえない。制度の具体化にあたっては、脱退に関する判

断について被用者の任意性をいかに担保するかが、重要な課題となる41）。

（３）　企業年金における活用の可能性

　企業年金との関係では、事業主拠出、被用者拠出、給付設計などに関する

所定の要件を充たし、被用者の選択による任意脱退を認める企業年金の実施

を、事業主に義務づけるという方法42）、および、被用者拠出を求めつつ任意

脱退の許容その他の制度設計に関する所定の要件を充たす企業年金につい

て、実施に関する法律上の障害（拠出に関する本人同意など）を除去しまた

40）　堀・前掲注13書35頁、98頁。
41）　ドイツでは、僅少就業者について、年金保険への加入の有無にかかわらず、使用者に対して

賃金の一定割合に相当する保険料の負担が義務づけられている（拙稿・前掲注39論文116頁～
117頁）。このような立法の趣旨・目的およびそこで生じる法律問題については、拙稿・前掲注
39論文114頁～119頁。

42）　立法例としては、イギリスにおける企業年金への自動加入の制度を挙げることができる。こ
の制度は、企業に対して、所定の要件を充たす年金制度に被用者を加入させることを義務づけ
たうえで、被用者の選択による脱退を認めるものである（森戸・前掲注37論文321頁～323頁、
渡邊絹子「イギリスにおける公的年金と私的年金の連携」森戸英幸研究代表『老後所得保障に
おける公的年金と私的年金の連携に関する比較法研究（厚生労働科学研究費補助金政策科学総
合研究事業2016年度総括研究報告書）』〔2017年〕64頁～65頁）。
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は運営に関する規制を緩和するという方法43）によって、デフォルト・アプ

ローチを活用することが考えられる。これらの仕組みも、老齢期に向けた貯

蓄に関する自己決定を尊重しつつ企業年金への加入または拠出を促進する効

果をもつものである。現行の厚生年金によって老齢期における所得保障を充

実させることには、すでに検討したとおり（Ⅴ２（３）参照）、老後への備

えに関する自己決定の尊重という観点から限界が存在している。上記の仕組

みによって企業年金への加入を促進することには、公的年金をめぐるこのよ

うな問題状況のもとで、老齢期の所得保障を充実させうるという意義が認め

られる。

　このうち、前者の仕組みについては、事業主への拠出の義務づけをいかな

る理由によって正当化するかが、まずもって問題となる。正当化の論拠とし

ては、このような制度が、個々の事業主が独自に支給する退職一時金や企業

年金の機能を代替するものであるとの説明がありうるが、このような理解が

事業主にとって納得のできるものであるかが、この課題の解決にとっての分

岐点になると考えられる。他方で、このような理解が示唆するとおり、事業

主への拠出の義務づけは、人件費の一部をとくに退職給付に充てるよう要請

するものであり、人事制度（とくに賃金制度）の設計にあたって尊重される

べき事業主の裁量を間接的にではあるが狭めるという問題をもつものであ

る。また、被用者にとっても、事業主の拠出によって享受する金銭上のメリ

ットは大きいものの、事業主の人事政策や産業の特性に応じて提供されうる

賃金制度の多様性が損なわれることは好ましいものではない。事業主の拠出

をともなうデフォルト・アプローチは、このような問題を考慮に入れてもな

お企業年金への加入と拠出を促進すべき政策的な必要があるか否かについて

43）　立法例としては、アメリカにおける適格自動拠出制度、および、ドイツにおける賃金転換の
自動適用の制度を挙げることができる。前者は、所定の要件を充たした自動加入をともなう企
業年金について税制上の規制を緩和するものである（森戸・前掲注37論文311頁～313頁）。後
者は、労働協約に基づく年金制度において、賃金転換（被用者が、賃金の一部を受け取らずに、
これを将来の企業年金の原資に充てること）の自動適用を可能にするものである（拙稿「企業
年金の活路となるか？――ソーシャルパートナー・モデルによる確定拠出年金」ビジネス法務
17巻10号〔2017年〕145頁）。
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の衡量を経たうえで、導入の適否が判断されるべきであろう。

　つぎに、後者の仕組みについては、事業主に対して企業年金の実施を義務

づけるものではなく、賃金制度の設計に関する事業主の裁量への介入が小さ

いため、肯定的に評価できる。現行の確定給付企業年金においては、加入者

による掛金の負担について、本人の同意が要件とされている（確給55条２項、

確給令35条２号、確給則37条）。また、現行の企業型確定拠出年金においては、

加入者による掛金の拠出について、加入者自らの意思により決定できるもの

でなければならないとされている（確拠19条３項、平13・８・21年発213号）。

これらの制度に関して、被用者の拠出を原則としたうえで被用者の選択によ

り拠出の取止めを認める仕組みを、個々の事業主が導入することを可能にす

ることが考えられる。ただし、わが国においては、企業年金において被用者

が掛金を負担または拠出するという取扱いが広く普及しているとはいえない

状況にある。そのため、上記のような法制度を整備した場合に、どれだけの

企業がその枠組みを利用することになるか、また、どれだけの被用者が拠出

を継続し、またはこれを取り止めるのかについて、ここで検討しているほか

の仕組みにも増して、慎重な検討が必要であると思われる44）。

（４）　個人年金における活用の可能性

　個人年金との関係では、政府または公法人が運営する個人年金または保険

会社等が提供し給付設計などに関する所定の要件を充たす個人年金への加入

を義務づけたうえで、任意脱退を認めるという方法によって、デフォルト・

アプローチを活用することが考えられる45）。このような仕組みも、老齢期に

44）　アメリカでは、確定拠出型の企業年金においては被用者が掛金を拠出し、これに対して事業
主がマッチング拠出を行うことが基本的な枠組みとなっている（森戸・前掲注37論文311頁）。
また、ドイツでは、賃金転換（被用者が、賃金の一部を受け取らずに、これを将来の企業年金
の原資に充てること）の仕組みに関して、まず、2001年の法改正によって、被用者がこのよう
な取扱いを使用者に請求する権利を認めており、その後、2017年の法改正によって、所定の要
件のもとで賃金転換の自動適用を可能とする制度が導入されている（拙稿・前掲注43論文145頁、
146頁）。

45）　立法例としては、ニュージーランドにおける個人年金への自動加入と任意加入を併用する制
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向けた貯蓄に関する自己決定を尊重しつつ個人年金への加入と拠出を促進す

る効果をもつものである。現行の公的年金のもとで厚生年金によって老齢期

の所得保障を図ることには、すでに指摘したとおり（Ⅴ２（１）・（３）参照）、

非正規労働者やフリーランスについては適用対象との関係において、また、

正社員等の被用者については給付水準との関係において、それぞれ限界が存

在している。上記の仕組みを用いて個人年金への加入を促進することには、

公的年金をめぐる現状のもとで、老齢期の所得保障を充実させうるという意

義が認められる。

　個人型確定拠出年金の普及が重要な政策課題となっているわが国において

は、デフォルト・アプローチを用いた個人年金がもつ有効性は大きいものと

考えられる。すなわち、個人年金に関しては、とりわけそこでの積立金の運

用が加入者自身による運用指図に従って行われる現行の制度においては、金

融リテラシーの高い者にとっては制度加入の障壁が低い一方で、金融取引に

馴染みのない者にとっては制度加入の障壁は高い。しかし、後者のような者

についても、老齢期に向けて経済情勢の変動（とりわけ、預貯金のみでは対

応しえないインフレ）にも耐えうる方法によって経済的な備えを行う機会を

提供することは、個人年金をめぐる法政策において極めて重要な課題である。

まずは制度に加入させたうえで、脱退の選択を本人に委ねるという仕組みは、

自己の選択に基づく制度加入を期待しにくい上記のような個人についても、

個人年金への加入を促進しうる手法ということができる。

　なお、デフォルト・アプローチの基礎にある現状維持バイアスは、個人が

明確な選好をもたない事柄に関してとくにその効果が強く現れると推測され

る46）。このことは、デフォルト・アプローチが金融リテラシーの高くない個

度を挙げることができる。この制度は、とくに被用者について個人年金に自動加入させたうえ
で（それ以外の者については任意加入を認めている）、被用者の選択による脱退を認めるもの
である（渡邊智之「ニュージーランドにおける公的年金と私的年金の連携」森戸英幸研究代表

『老後所得保障における公的年金と私的年金の連携に関する比較法研究（厚生労働科学研究費
補助金政策科学総合研究事業2016年度総括研究報告書）』〔2017年〕116頁～120頁）。

46）　現状維持バイアスが生じる理由については、拙稿・前掲注38論文88頁。
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人に対して効果的に作用する可能性を示唆するものであるが、なおつぎの点

について留意する必要がある。デフォルト・アプローチが自己決定の尊重と

親和性をもつといえるためには、脱退に関する選択に任意性が認められてい

る必要がある。すなわち、個人の無知ゆえに脱退が選択されないという事態

は、本稿の問題意識との関係では決して望ましいものではなく、むしろ、個

人年金への加入に付随するリスク（資産価値の変動による元本割れの可能性

など）に関する十分な投資教育や情報提供を行ったうえで、加入継続か脱退

かという選択がなされうる環境を整備することが不可欠であるということ

を、強調しておきたい。

Ⅵ　むすびに代えて

　本稿においては、年金制度の法政策のなかでも適用対象および給付水準と

いう制度の基本をなす事項について、公的年金により支給される老齢年金の

機能、および、社会保障と憲法上の人権をめぐる議論から示唆を受けつつ、

法政策の展開を試みてきた。

　このような検討の結果として、現行の年金制度の基本的な枠組みを前提と

した政策論として、国民年金における給付水準の引上げ、および、厚生年金

における標準報酬の上限の引下げならびに給付乗率の引下げによって、フリ

ーランスを含む自営業者や厚生年金の適用を受けない非正規労働者について

の老齢基礎年金による基礎的な生活の保障、および、被用者についての保険

集団の内部における所得移転の機能の維持といった憲法25条を受けた所得保

障の実現を志向するとともに、高所得の被用者についての保険料の負担の引

下げという憲法13条を受けた自己決定の尊重を志向すべきであるとの主張を

行った。

　また、現行の年金制度の枠組みの見直しを含む政策論として、デフォルト・

アプローチを活用する可能性について検討を行い、公的年金、企業年金、個

人年金のそれぞれの領域において、デフォルト・アプローチが、憲法25条を
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受けた所得保障の実現と憲法13条を受けた自己決定の尊重という２つの観点

を調和させる可能性ともつものであることを確認するとともに、制度の具体

化にあたって直面しうる課題を指摘している。

　上記のとおり、年金制度の適用対象と給付水準は、いずれも年金制度の法

政策において基本となる課題であるが、現在の年金制度は、このほかにも、

厚生年金における非正規労働者の適用除外、国民年金における第３号被保険

者の取扱い、企業年金・個人年金の普及のためのデフォルト・アプローチに

限られない法的手法など、多様な課題に直面している。これらについては、

今後の課題としたい。




